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宣　誓　書（専門家派遣事業者、法人用）
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（所在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（社名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　当法人は、以下のとおりであることを宣誓します。
　なお、本宣誓書の内容について、事務局が他の公的機関に照会することを承諾します。

（1） 当法人は、事務局に提出した書類等において、虚偽の申込はしていません。
（2） 当法人は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）に規定する風俗営業又は性風俗特殊営業に該当する事業を営む者ではありません、
（3） 当法人の役員等（役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）は、和歌山県暴力団排除条例（平成２３年条例法律第２３号。以下「暴力団排除条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第２条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）ではありません。
（4） 当法人は、暴力団（暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下「暴力団」という。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者ではありません。
（5） 当法人の役員等は、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用していません。
（10）　当法人の役員等は、暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していません。
（11）　当法人の役員等は、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していません。
（12）　当法人の役員等は、禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わらない者又はその刑の執行を受けることの無くなるまでの者ではありません。
（13）　当法人は、専門家派遣決定事業者になった際は、当該事業の円滑な遂行に協力します。

※併せて、役員の氏名（フリガナ）及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。
